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UNIDO
国際連合工業開発機関

• 1966年に国連の一部局として発足、1985年に国連専門機関として独立

• 包摂的で持続可能な産業開発を促進し、持続的な経済の発展を支援する機関

• 現在の加盟国は171カ国

• 本部はオーストリアのウィーン

UNIDO ITPO Tokyo
国際連合工業開発機関 東京投資・技術移転促進事務所（略称：UNIDO東京事務所）

• 国際連合工業開発機関（UNIDO）と日本政府が締結した協定に基づき、1981年3月に設置

• 日本からの途上国への直接投資や技術移転を促進することが設立の目的



➢ 投資促進事業

アフリカアドバイザー＠アフリカ

投資促進機関 招へいプログラム

セミナー、個別面談＠日本

ビジネスの全段階で情報やネットワークを提供

➢ 技術移転促進事業

サステナブル技術普及プラットフォーム
（STePP）＠ホームページ

販路拡大



アフリカアドバイザー

• アルジェリア

• エチオピア(ウガンダ、ルワンダ、ブルンジ兼任）

• モザンビーク

• セネガル（コートジボワール兼任）

• 現地ビジネス情報の収集・提供（市場・産業セクター情報、法制度など）

• 現地パートナー企業とのマッチング支援

• 政府関連機関との面談取り付け・連絡調整

• 日本企業の来訪時の対応・ロジ支援

• 現地の優良投資案件の発掘・紹介

https://youtu.be/MJVd0BZqRCM


投資促進機関 招へいプログラム（セミナー、個別面談）

• 開発途上国・新興国の投資促進機関から担当官を1-2週間日本に招聘。

• ビジネス投資セミナーの開催、日本企業との個別ビジネスミーティングの実施。

• ビジネス投資セミナーでは、ビジネス環境、ビジネス機会に関する情報提供。

• 日本企業との個別ビジネスミーティングでは、個別具体的な要望、質問に対応。

アドバイザーのいる国は、フォローアップのためアドバイザーも参加。

• 最近はオンラインで実施しています。



• 日本企業100社以上の技術（エネルギー・環境・アグリビジネス・保健衛生・災害対策）

を登録し、ホームページに掲載（８割が中小企業）

• 途上国の官民関係者からの問合せ（コンタクト先掲載）

• 掲載技術のプロモーション

➢ 広報用ビデオ、パンフレットの作成支援

➢ 各イベントへの参加（駐日大使館向け、国際展示会、他団体（日欧産業センター、欧州復興開発銀行
他）との共催、G7サミット等）

• UNIDOが実施する他スキームによる支援（STePP技術実証、UNIDO-JCM等）

サステナブル技術普及プラットフォーム（STePP）

日本企業の技術を審査・登録し、途上国・新興国とのネットワーク作りを支援



Senegal
Installation of medical incinerator

Uganda
Mass production of alcohol gels

Kenya
Assembling medical incinerator

Morocco
Testing wastewater treatment system 

Madagascar
Demonstration of medical incinerator

サステナブル技術普及プラットフォーム「STePP」技術検証プロジェクト:
アフリカ・アジアのコロナウイルス等感染症対策へ日本企業の技術活用

Nigeria
Training for medical equipment operators

http://www.unido.or.jp/activities/technology_transfer/technology_db/how_to_apply/


THANK YOU!
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